
●項目が多岐にわたるため、記載漏れに注意してください。
●育成就労外国人が十分に理解できる言語を併記しなければなりま
せん。
●育成就労実施者又は監理支援機関は、育成就労外国人になろうと
する者に対して、締結しようとする雇用契約に係る業務内容、労働
条件その他の雇用契約の内容を対面又はオンラインにより直接説明
しなければなりません。

●「雇用契約期間」の始期は入国後講習終了後の就労を開始する日
からとなります。
●入国日や入国後講習開始日を始期とすることはできません。

●「２．契約の更新の有無」において、「自動的に更新する」に
チェックをした場合、「３．更新上限の有無」にチェックを入れ、
「有」の場合は内容を必ず記載してください。

※2024年4月から労働条件明示のルールが変わりました。詳しくは
厚生労働省HP「2024年4月から労働条件明示のルールが変わります
」をご覧ください。

●（変更の範囲）必ず記載
将来の配置転換などによって、変わり得る就業場所及び業務の範囲
が複数ある場合は、すべて記載してください。変更の予定がない場
合は、「変更なし」、「雇い入れ直後と同じ」等と記載してくださ
い。
※2024年4月から労働条件明示のルールが変わりました。詳しくは
厚生労働省HP「2024年4月から労働条件明示のルールが変わります
」をご覧ください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_32105.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_32105.html


●変形労働時間制を採用している場合の添付資料（変形労働時間制に
関する協定書）漏れに注意してください。

●交代制を採用している場合は、シフト勤務ごとに始業・終業時間
を記載してください。

●地域別最低賃金を上回る額を支払う必要があります。なお、特定
（産業別）最低賃金が設定されている場合は、地域別最低賃金と比較
して、より高い方の最低賃金額以上の賃金を支払う必要があります。

●食費、居住費、水道・光熱費等の育成就労外国人が定期に負担す
る費用については、育成就労外国人がその対価として供与される内
容を十分に理解した上で、育成就労実施者と育成就労外国人との間
で合意がされている必要があります。



●預貯金口座への振込みを行う場合は、育成就労外国人に対し、報
酬の支払いは預貯金口座への振込みによることを説明した上で、当
該者の同意を得ることが必要です。

●寝室は、床の間・押入等、育成就労外国人が実際に使用できない
スペースを除き、原則１人当たり４．５㎡以上を確保する必要があ
ります。

●食費、居住費等に育成就労外国人の自己負担がある場合には、こ
れと同等以上の額の講習手当を支払う必要があります。

●就業規則は常時各作業場の見やすい場所に掲示し又は備え付ける
こと、書面を交付すること等によって、労働者に周知しなければな
りません。
※2024年4月から労働条件明示のルールが変わりました。詳しくは
厚生労働省HP「2024年4月から労働条件明示のルールが変わります
」をご覧ください。

●就業規則がある場合は必ず記載してください。

●適用となる保険をマークしてください。チェック漏れに注意して
ください。
●深夜業等有害業務に従事する場合は６月以内ごとに１回、医師に
よる健康診断を受ける必要があります。
●雇用管理の改善策等に関する事項に係る相談窓口を設けてくださ
い。

30

●1年を超える転籍制限期間を定めている場合は、分野別協議会が定
める昇給率以上の割合とすることが必要です。

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_32105.html



